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1. はじめに 

一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会（REASP）は、日本における主力電源としての

再生可能エネルギー発電を長期安定的な電源として普及促進し、エネルギー安全保障の強化と国民生活水

準の向上に寄与するため、事業者団体として再生可能エネルギー事業の継続と将来に向けて安価でクリー

ンな電力供給を目指すことを目的に 2019 年 12 月 18 日に発足した。現在は、再生可能エネルギーに関わる

大手発電事業者を中心に金融機関、機器メーカー、EPC、O&M、弁護士、コンサル、大学、行政等様々なプ

レーヤーが会員となっており、再生可能エネルギーの主力電源化、大量導入に向けて、国や関係団体等と協

力しながら、様々な活動を行っている。 

政府は、エネルギー政策の基本的な方向性を示すために、エネルギー政策基本法に基づいた「エネルギ

ー基本計画」を約 3 年ごとに策定してきた。前回第 6 次エネルギー基本計画は、2021 年 10 月に閣議決定さ

れ、「2050 年カーボンニュートラル」、「新たな温室効果ガス排出削減目標の実現に向けたエネルギー政策の

道筋を示す」、「気候変動対策を進めながら、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服に向け、安全

性の確保を大前提に安定供給の確保やエネルギーコストの低減に向けた取組を示す」ことを重要テーマとし

て策定された。今年 2024 年度は次期エネルギー基本計画の策定年となっており、経済産業省の総合資源エ

ネルギー調査会基本政策分科会等で第 7 次エネルギー基本計画に関する議論が進められている。 

REASP は、「長期電源開発委員会」、「電源活用委員会」、「電源安定化委員会」、「洋上風力委員会」の 4

つの委員会があり、それぞれの目的、課題及び検討内容について、再エネ大量導入への様々な提案を行っ

てきた。その中で、2024 年 7 月 17 日の「第 64 回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小

委員会」及び 2024 年 8 月 30 日の「第 61 回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」に REASP とし

てプレゼンの機会を得て、第 7 次エネルギー基本計画に向けた意見を述べた。これら政府審議会での議論

等を踏まえ、改めて第 7 次エネルギー基本計画策定に向けた REASP の提言書としてまとめた。 

この提言書の内容が再エネの普及拡大、再エネを主力電源化とした 2050年カーボンニュートラルの実現、

再エネ発電所と地域の共生・発電所の長期安定稼働・グリッドパリティの実現の一助となるように、資源エネル

ギー庁、環境省をはじめ、関係省庁や関係団体等に働きかけていきたい。 
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2. 再エネ大量導入・主力電源化の必要性 

2-1 REASP の次期エネルギー基本計画に向けた基本的な考え方 

REASP は、次期エネルギー基本計画の策定に向けて以下の「S＋3E」への貢献を大前提に、再エネ最優

先の原則の下で、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら、再エネの最大限の導入を進めるべきと考え

ている。 

Safety（安全性）：再エネ事業者として事業規律をしっかりと遵守し、安全安心な再エネを創り上げていくこと

が大前提である。 

Energy Security（安定供給）：そのほとんどが国産エネルギー源である再エネを拡大することでエネルギー

の自給率向上が図られる。また、出力の不安定な自然変動電源であったとしても、予測技術の向上や蓄電池

を最大限に活用することで、エネルギーの安定的な供給を目指す。 

Economic Efficiency（経済効率性）：自然エネルギー由来の電源は限界費用がゼロであり、経済効率性の

高い電源である。一方、導入コストは国際価格動向の影響を受けやすく足元はパネルや蓄電池等の価格低

下がある一方で風車などの価格高騰の影響もある。野心的な導入目標の設定と国内のサプライチェーン形成

により、経済的な再エネ供給を目指したい。 

Environment（環境適合）：再エネはゼロエミ電源としてカーボンニュートラルの実現に必須であることは言う

までもない。今後は、地域や周辺自然環境との共生、廃棄・リサイクルという課題を乗り越え、今まで以上に事

業者としての規律遵守を徹底して進めていく必要がある。 

以上の通り、第 6 次エネルギー基本計画からの継続的な課題はあるものの、S+3E の観点でも再エネの重

要性は高まってきており、最大限の導入を進めるべきと考えている。 

 

 

再エネと S+3E 
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2-2 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた再エネの導入 

(1) カーボンニュートラルの実現に向けた発電電力量、設備容量の推移 

三菱総合研究所の試算によると、2050 年カーボンニュートラル（CN）を目指すシナリオでは、2050 年に発

電量割合で 60%を超える再エネが必要とされており、2040 年時点でも約 50%の再エネが必要とされている。 

発電設備容量の構成においては、2050 年には太陽光発電設備で現状の約 3 倍、風力発電設備に至って

は現状の約 25 倍の導入量が必要とされている。 

 

 

カーボンニュートラルの実現に向けた発電電力量、設備容量の推移 

出典： 2022 年：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、電力広域的運営推進機関：「供給計画の取りまとめ」 

 2035 年以降：三菱総合研究所 政策提言 「カーボンニュートラル達成に向けた移行の在り方」（2023 年 5 月） 

 

(2) カーボンニュートラルの実現に向けた再エネの発電電力量の推移 

現在の第 6次エネルギー基本計画の 2030年エネルギーミックスの実現、2035年のGHG60%削減（2019年

比）、次期エネルギー基本計画のターゲットでもある 2040 年を踏まえ、2050 年カーボンニュートラル達成には

再エネの大量導入が必要な状況にある。そのためには、上述同様の三菱総研の試算によれば再エネの導入

を 2035 年に現状の約 2 倍、2040 年に約 2.5 倍、2050 年に約 3 倍に増加させる必要がある。 

ただし、現状のペースでは、2030 年度の目標（再エネ比率 36～38%）は達成できず、導入増に向けて追加

的な対応が必要との指摘がある。 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/results.html#headline1
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/20230530.html
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カーボンニュートラルの実現に向けた再エネの発電電力量の推移 

出典： 2022 年：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、2030 年：第 6 次エネルギー基本計画 

 2035 年以降：三菱総合研究所 政策提言 「カーボンニュートラル達成に向けた移行の在り方」（2023 年 5 月） 

 

（参考）再生可能エネルギー導入、政策効果薄く「30 年度 36～38％」に懸念 

日本で再生可能エネルギーの導入が目標通りに進んでいない。現状のペースでは 2030 年度に 36～

38%とする計画は達成できない。導入のために実施した規制緩和や政策の効果が十分に出ていない。追

加対策なしでは電源構成の 3 割前後を占めるにとどまりそうだ。 

出典：2024 年 7 月 30 日 日本経済新聞 

 

(3) 企業による再エネ調達ニーズの高まり 

「サプライチェーン含めて再エネ 100%を目指す」グローバル企業が増加している。例えば米アップルは、製

品の生産や利用を通じて排出される温暖化ガスを、2030 年までに実質ゼロにすると宣言し、その実現に向け

て取引先企業に対し使用する全電力を再生可能エネルギー由来に切り替えるよう義務付けた。また、日本の

半導体産業のキオクシアでも、半導体工場では再エネ使用比率 100%を目指しており、事業者が再エネをより

導入しやすくなるような施策・環境整備が必要としている。 

一方、市場における非化石証書取引は、約定量が年々増加傾向であるものの、圧倒的に需要量が不足し

ており、平均約定価格も最低価格水準となるケースが多い。それでも、再エネが足りないと言われているのは、

国際イニシアチブ RE100 における「追加性」要件が理由の一つにあると考えられる。RE100 の追加性の中に

は「自然エネルギーの発電設備を新設（リパワリングを含む）することにより、新たに追加する自然エネルギー

の電力を利用することで既設の火力発電の電力を代替できる。二酸化炭素（CO2）を継続的に削減できて、

気候変動の抑制につながる。」という基本的な考え方がある。この追加性の判断基準としては、原則新設の自

然エネルギーの発電設備による電力・証書の購入が求められており、例えば既存の FIT 電源を FIP 電源へ

転換（FIP 転）したとしてもこの要件を満たすことはできず、再エネはあるのに買えない、という状況が発生して

いるものと考えられる。 

RE100 要件に準拠した再エネ調達を目指す企業が増える中で、これら日本企業が国際競争力を持ち、グ

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/results.html#headline1
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/20230530.html
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA16A6K0W4A710C2000000/
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ローバルサプライチェーンから外れないためにも、新規の再エネの導入拡大が必要である。一方で、例えば

FIT 切れの再エネ電源が追加性を満たさないために PPA（Power Purchase Agreement：電力販売契約）電源

として十分評価されないことには懸念もある。追加性はもちろん重要ではあるが、FIT 切れ電源の退出を防ぐ

価値も十分に認められるように関係団体等に働きかけていきたい。 

 

 

サプライチェーンの脱炭素化 

出典：2024 年 5 月 第 11 回 GX 実行会議 資料 1 

 

（参考）Apple、取引先を揺らす「再エネ 100%義務」 

Apple は、製品の生産や利用を通じて排出される温暖化ガスを、2030 年までに実質ゼロにすると宣言。 

その実現に向け、Apple が取引先企業に対し、使用する全電力を再生可能エネルギー由来に切り替え

るよう義務付けた。 

出典：2024 年 7 月 NIKKEI GX 

 

（参考）36 社の日本企業が 2030 年の 100％再生可能エネルギー化を約束 

アップルは 2030 年までに全ての製品において製造のプロセス全てのカーボンニュートラル化を実現す

ることを目標として掲げている。2023 年 9 月 12 日に発表された内容によると、アップルのサプライヤーで

2030 年までに 100％再生可能エネルギーでの製造を約束した企業は 300 社を突破したという。日本メーカ

ーでアップルとの“約束”を行っている企業は 36 社になった。 

出典：2023 年 9 月 MONOist 

 

  

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGXZQODL27DV70X20C24A6000000/
https://monoist.itmedia.co.jp/mn/articles/2309/15/news070.html
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出典：2024 年 6 月 第 56 回基本政策分科会 資料 3（キオクシア様資料） 

 

（参考）RE100 における「追加性」要件について（国際的な基準） 

●追加性の基本的な考え方 

自然エネルギーの発電設備を新設することにより、新たに追加する自然エネルギーの電力を利用す

ることで既設の火力発電の電力を代替できる。二酸化炭素（CO2）を継続的に削減できて、気候変動の

抑制につながる。このような効果を追加性と呼ぶ。電力の利用者は追加性のある自然エネルギーの電力

を優先的に購入することにより、気候変動の抑制に貢献できる。 

●RE100 における追加性の判断基準 

世界各国の有力企業が自然エネルギーの電力を 100％利用して事業を運営することを目指す国際プ

ロジェクト「RE100」では、追加性のある自然エネルギーの電力を拡大するために、以下の 2 つの条件を

定めている。1 つ目の調達方法が最も望ましく、それが難しい場合には 2 つ目の調達方法を推奨する。 

1. 新設の自然エネルギーの発電設備による電力・証書（自家発電、コーポレート PPA） 

2. 運転開始から長期間を経過していない（15 年以内＊）の自然エネルギーの発電設備による 

電力・証書（小売メニュー、証書） 

* 自然エネルギーの発電設備の投資回収期間は平均 15 年程度である。投資回収が済んでいない発電設備から 

電力・証書を購入することにより、発電事業者の投資回収を支援して、新たな開発プロジェクトを促す効果がある。 

 

出典：2024 年 4 月 自然エネルギー財団 「電力調達ガイドブック 簡略版」 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/056/
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20240403.php
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出典：2022 年 10 月 第 71 回電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 資料 6 

 

(4) エネルギー安全保障の観点からの再エネ導入の必要性 

日本のエネルギー自給率はわずか 13.3%（2021 年度）と、他の OECD 諸国と比べても低い水準である。 

一次エネルギー供給構成も、海外から輸入される化石燃料に大きく依存し、輸出で稼いだ国富を化石燃

料輸入により失う構造が継続している。特に足元の円安と燃料価格高騰の影響もあり、化石燃料輸入額は

2022 年で 33.7 兆円、2023 年で 27.3 兆円にも上っている。 

また、日本の一次エネルギーは 83.5%が化石燃料に依存（電力供給においては 72.8%が化石燃料に依存）

し、燃料価格上昇が電力価格上昇にも影響しやすい構造となっている。 

エネルギー自給率上昇に寄与する再エネの導入促進は、エネルギー安全保障の観点や電力市場価格安

定化、貿易収支の改善等の観点からも重要である。 

 

 

主要国の一次エネルギー自給率比較(2021 年) 

IEA「World Energy Balances 2022」の 2021 年推計値、 

日本のみ資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の 2021 年度確報値。 ※表内の順位は OECD38 カ国中の順位 

出典：資源エネルギー庁ホームページ（スペシャルコンテンツ） 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/071.html
https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2023/01.html
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日本の一次エネルギー供給構成の推移 

資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の 2022 年度速報値 

※再エネ等（水力除く地熱、風力、太陽光など）は未活用エネルギーを含む 

出典：資源エネルギー庁ホームページ（スペシャルコンテンツ） 

 

 

（参考）再エネ設備の海外依存度について 

太陽光パネルや風車などの設備は海外製が主流ではないか、との指摘もある。 

太陽光発電について、太陽光パネル、架台、インバータが全て海外製と仮定した場合（それ以外の開発

費、工事費、維持管理費等は日本国内の支出とする）を考える。 

FIT/FIP の定期報告データとして 2023 年度の調達価格等算定委員会の資料では、最新年度の資本費

に占める太陽光パネル、架台、インバータの割合は約 57%である。また、2021 年度のコスト検証 WG 報告

書では、発電電力コスト（LCOE：Levelized Cost Of Electricity）に占める資本費の割合は約 68%である。こ

れを踏まえると、海外製比率は約 39%と考えられる。また、（一社）太陽光発電協会（JPEA）の令和 3 年度の

補正予算「需要家主導による太陽光発電導入促進補助金補助事業」の調査報告書においては、地上設

置（低圧）では海外製比率約 29%、同様に高圧では海外製比率約 27%になる。実際には、日本製のパネ

ル、架台、インバータを使っている発電所も一定数存在し、住宅用太陽光システムでは比較的日本製が多

いことにも留意が必要。以上より LCOE に占める海外調達分のコストは 3～4 割程度以下と考えられる。更

に、国内調達比率の高いペロブスカイト太陽電池等の次世代型太陽電池の開発について国を挙げて取り

組んでいる。それが実用化されれば、更なる海外調達比率の低下が期待される。 

一方、風力発電については、風車が海外製と仮定した場合（それ以外の開発費、工事費、維持管理費

等は日本国内の支出とする）を考える。 

2024 年 10 月の洋上風力促進 WG の資料において、LCOE に占める資本費の割合が約 70%、そのうち

風車の割合が約 55%となっており、風車が海外製の場合の海外製比率は約 39%と考えられる。また、（一

社）日本風力発電協会（JWPA）の調達価格等算定委員会の資料ではモデルケースを示しているが、

LCOE に占める風力発電機（WTG：Wind Turbine Generator）の費用割合は、陸上風力で 28.6%、洋上風

力で 23.8%である。そのため、風力発電機の国内調達比率を考えても LCOE 中の海外調達分のコストは 3

～4 割程度以下と考えられる。風力発電業界では、主要部品について国を挙げて国産サプライチェーンの

形成に向けた取組を進めている。例えば「洋上風力産業ビジョン」（2020 年、官民協議会）では、2040 年ま

でに洋上風力発電の国内調達比率 60%という目標を掲げており、更なる海外調達比率の低下が期待され

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2023/01.html
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る。 

以上の通り、太陽光発電、風力発電ともに、LCOE に占める海外調達分は 3～4 割程度以下であり、そ

れ以外の投資資金は日本国内に還流していると考えられる。このように再エネが導入拡大しても、海外へ

の資金流出は一部であると考えられるが、今後更に国内サプライチェーンの充実を目指し、海外比率を低

下させていきたい。 

 

 

出典：2023 年 12 月 第 91 回 調達価格等算定委員会 資料 1 

 

 

出典：2021 年 8 月 発電コスト検証ワーキンググループ（2021） 報告書 資料 1 

 

パネル、パワコン、架台が 
全て海外製としても 

約 57% 

資本費割合 
約 68% 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/091.html
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20210908_01.pdf
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出典：2023 年 7 月 JPEA『需要家主導による太陽光発電導入促進』に関する調査報告書について 

 

 

出典：2024 年 10 月 洋上風力促進ワーキンググループ 資料 1 

 

https://www.jpea.gr.jp/news/10406/
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyoku/028.html
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出典：2024 年 10 月 第 96 回 調達価格等算定委員会 資料 2 

 

 

出典：2024 年 10 月 第 96 回 調達価格等算定委員会 資料 2 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/096.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/096.html
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出典：2023 年 11 月 第 8 回グリーン電力の普及促進等分野 WG 資料 4 

 

 

  

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/008.html


 

15 

3. 再エネ大量導入・主力電源化に向けた 3 つのアプローチと REASP のこれまでの取組 

3-1 再エネ大量導入・主力電源化に向けた 3 つのアプローチ 

再エネの大量導入・主力電源化に向けては、「再エネを増やす」、「再エネを減らさない」、「再エネの市場

統合と高付加価値化」の 3 つの観点からアプローチが必要と考える。これらのアプローチで、再エネの大量導

入・主力電源化と安定供給の実現、より地域に根ざした信頼される再エネ事業の推進を目指していきたい。 

 

(1) 再エネを増やす 

 従来の開発手法やコスト感では再エネ適地が減少する中、新たな取組も含めて再エネ導入拡大に向け

た工夫・支援が必要である。 

 再エネに対してのネガティブなイメージを払拭し、これまで以上に地域や自然環境と共生・共存する再

エネ事業を形成する必要がある。 

 特に洋上風力のポテンシャルを最大限活用できるよう、適切な制度設計を進める必要がある。 

 

(2) 再エネを減らさない 

 出力制御を可能な限り低減させ、再エネの供給量を kWh ベースで増加させるための取組が必要である。 

 FIT/FIP期間の終了を以て事業退出してしまう事業者が増えることが懸念される中（2032年問題）、事業

継続に向けた適切な対策を取る必要がある。 

 

(3) 再エネの市場統合と高付加価値化 

 今後の再エネ主力電源に向けて、再エネが市場統合され、再エネ事業者も電力システムに対し責任あ

る主体として高い意識を持ち、電源を運営していく必要がある。 

 蓄電池活用も含め、再エネ事業者自らが行動変容を起こし、再エネの安定供給や、需要家のニーズに

応じた適時適切な供給を追求する必要がある。 

 再エネの価値が適切に評価され、取引・活用される市場を形成する必要がある。 

 

3-2 再エネ事業者に求められる行動と REASP の取組 

再エネの大量導入・主力電源化に向け、事業者には、以下に示す行動が求められる。 

「再エネを増やす」に関しては、いわゆる S+3E を前提に、特に地域との共生を丁寧かつ慎重に進めること。 

「再エネを減らさない」に関しては、蓄電池活用による出力抑制回避や、リパワリングの推進、地域との長期

的な信頼関係の構築。 

「再エネの市場統合と高付加価値化」に関しては、FIP転も含めたFIPの活用促進、また蓄電池の活用も含

め、事業者が創意工夫を行い、再エネの付加価値を高めていくこと。 

REASP は、会員内外にこのような再エネ事業者求められる行動を周知するため、以下に示す取組、活動を

行ってきた。 
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再エネ事業者に求められる行動と REASP の取組 

 

 

以下に REASP のこれまでの活動例を紹介する。 

 

(1) 地域との共生に関する活動例 

 

出典： 太陽光発電の健全な運営にむけたベストプラクティスの事例 

 海外での再エネ導入事例からみる今後の地域共生のあり方 

https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=360763
https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=382117
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(2) パネルリユース・リサイクルに関する活動例 

 

出典： 2023 年 7 月 第 4 回 「再生可能エネルギー発電設備の廃棄・リサイクルのあり方に関する検討会」資料 2 

 

(3) その他の活動例 

 

出典： アジア浮体式洋上風力発電シンポジウム(FOWA)ホームページ 

FOWA2023 の全日程が終了いたしました 

金属くず買取業者への通報協力依頼の実施について  

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/disposal_recycle/004.html
https://reasp.or.jp/fowa2023/
https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=362550
https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=372141
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4. 再エネ大量導入に向けた課題とエネルギー政策への提言 

4-1 再エネ大量導入・主力電源化に向けた対応すべき課題 

再エネの導入拡大や安定稼働の推進に向けて近年多くの制度改善や規制緩和が実現されてきた。特に

洋上風力の推進や、出力制御対策パッケージの取りまとめ、蓄電池導入促進に向けた各種制度改善等は、

既に政府の検討・取組みが進んでおり、REASP としてもこれら内容に大いに期待するところ。これをサポート

すべく、前述のとおり様々な勉強会・講習会の実施や情報公開等を進めている。 

一方、再エネの大量導入・主力電源化に向けては、3 つの観点からアプローチが必要と述べたが、それぞ

れには対応すべき課題が多く存在する。主な課題について以下に示す。 

 

(1) 再エネを増やす 

 減少する再エネ適地を如何に拡大させるか 

 再エネに対するネガティブイメージを如何に払拭し、地域の理解を得るか 

 如何に既存の土地・系統を有効活用（リパワリング）して再エネ由来 kWh を増やすか 

 ポテンシャルの大きい営農型太陽光発電を如何に導入拡大していくか 

 新しい技術の導入（ペロブスカイトの導入拡大など） 

 

(2) 再エネを減らさない 

 増加する再エネ出力制御を如何に最小限に抑えるか 

 FIT/FIP 期間終了後の再エネの退出を如何に防ぐか（適格事業者への事業集約、リパワリング促進等） 

 

(3) 再エネの市場統合と高付加価値化 

 FIP 転を如何に促進させるか 

 再エネ×蓄電池を如何に促進させるか 

 再エネの多様な価値を如何に顕在化させ、適切に評価するか 

 FIT/FIP に頼らない自家消費や PPA を如何に拡大していくか 

 再エネ設備（太陽光パネル等）のリユース・リサイクルを推進し、サーキュラーエコノミー（循環経済）の流

れを作っていくか 

 

4-2 「再エネを増やす」ための施策案 

(1) 発電用地の確保と最適配置 

(a) 地域との共生 【参考】 

 再エネへの理解醸成の強化（再エネの価値を含め、国民への正しい知識の展開や、導入促進に向けた

政府からの更なる積極広報等） 

 再エネの地産地消推進に向けた制度整備や支援事業の拡大 

 

(b) 自治体等の再エネ導入インセンティブ付与 【参考】 

 地元自治体の税収増等のメリットの可視化、法人事業税（現状発電事業者の本社所在地に納付）の発

電所立地自治体への納付 
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 地方自治体等の再エネ導入目標設定義務化と再エネ導入拡大に向けた効果的なポジティブゾーニン

グ推進 

 

(c) 再エネ適地近傍への産業集積と蓄電池の立地誘導の設定推進 【参考】 

 一般送配電事業者が公開を進めているウェルカムゾーンマップを考慮しながら、再エネ適地の近傍に

データセンター等の需要の立地を効率的に配置し、さらに混雑緩和や調整力として系統運用に資する

蓄電池についても、効率的・効果的な立地誘導を推進 

 

(d) 既存設備を活用した再エネ出力増の取組推進 【参考】 

 FIT/FIP における同一地番への 1 引込按分計量増設の容認（既に屋上に太陽光発電が設置されてい

る建物において、今後ペロブスカイト太陽電池を壁面などへ追加設置すること等が想定され、課題にな

ることが予想される） 

 

(2) 農地のエネルギーフィールドとしての確立（エネルギー自給率向上と食料自給率向上の両立） 

(a) 営農型太陽光の農政上の位置づけの明確化 【参考】 

 国及び各自治体での営農型太陽光の導入目標の設定 

 地域計画への営農型太陽光の位置づけを必須にすると共に、位置づけられた営農型太陽光への一時

転用許可の優遇 

 行政(含む農業委員会)、有識者、事業者団体等による営農型太陽光に関する協議会の設置 

 脱炭素先行地域、促進区域、重点対策促進事業の枠組みで全国的な営農型太陽光モデル事業への

国の支援の実施 

 

(b) 営農型太陽光の事業参入リスク低減 【参考】 

 優良事業者や地域計画に盛り込まれた営農型太陽光の一時転用許可期間の延長や優遇 

 農地賃借・更新手続きの行政側支援や農地所有要件の緩和 

 全国大での作物の生育等のデータ収集 

 

(3) 洋上風力発電の主力電源化に向けた導入促進 

(a) 持続可能な投資を可能にする市場環境の整備 【参考】 

 投資リスクの軽減 

 急激な事業環境の変化に対応するために、事業計画の変更に柔軟性をもたせるルールの導入 

 関連インフラ整備の加速による事業者の負担軽減 

 事業者による追加工事が必要のないレベルの着床式向け基地港湾スペックへのアップグレード、浮

体式向けの基地港湾整備計画の明確化と早期の運用開始 

 沿岸地域での系統連系点の整備、海底直流送電整備の加速、複数の洋上風力発電所を連結した

海底送電網の効率的整備 

 浮体式洋上風力関連産業の育成とサプライチェーン形成 

 国産サプライヤーの投資予見性を高める明確かつ野心的な導入目標と案件パイプラインの形成 
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(b) 確実に事業を実現するための諸課題の解決 【参考】 

 人材育成の加速 

 人材育成への予算措置、魅力向上のために PR 強化、海外人材活用の緩和措置 

 事業の安全性担保 

 登録適合性確認機関の認証手続きの透明化と効率化 

 JOGMEC 調査のスペック向上と早期のデータ提供 

 航行安全ルールの整備 

 大規模・沖合海域での案件を念頭に、諸外国の制度・事故事例等を参考にした日本に適した航行

安全ルールの在り方の検討 

 

(c) 漁業共生推進による案件形成の促進 【参考】 

 漁業者理解が促進されるよう、漁業影響調査の結果・情報や洋上風力発電施設の情報（施設の間隔、

本数、発電容量等）のうち、可能なものについて関係省庁が協力して取り纏め、公表・情報提供 

 洋上風力の候補海域の議論とは切り離し、平時から、沖合等漁業者団体と国の関係機関、洋上風力の

事業者（事業者団体）とが定期的に意見交換を行う場の創設 

 洋上風力への漁業者や一般市民の理解促進を進めるため、県や国レベルでの啓発活動が一層促進さ

れるよう、既存予算制度の拡充し、洋上風力発電事業に特化した支援制度を構築 

 

(4) ペロブスカイト太陽電池の導入拡大 

(a) ペロブスカイト太陽電池の設置拡大 【参考】 

 シリコン系太陽電池では設置が難しい場所へのペロブスカイト太陽電池の設置拡大推進（軽量・フレキ

シブル等の特長を生かし、壁面や耐荷重が小さい屋根、カーポート、農地等への設置推進） 

 

(b) ペロブスカイト太陽電池の導入インセンティブ付与 【参考】 

 ペロブスカイト太陽電池の FIT/FIP における新たな発電設備区分の創設等の積極的な支援 

 

4-3 再エネを減らさないための施策案 

(1) 出力制御低減と予見性の向上 

(a) 時間帯別排出係数の導入による昼間への需要シフト 【参考】 

 電気事業者別排出係数を時間帯別に設定することで、排出係数の小さい昼間電力への需要シフトを促

し、CO2 排出を減少させる仕組みを導入 

 

(b) 蓄電池の更なる活用 【参考】 

 系統用蓄電池による個別再エネ発電所の抑制回避（再エネ併設蓄電池だけでなく、系統用蓄電地を特

定の複数再エネ発電所と紐づけ、出力制御時に抑制を回避できる制度を整備） 

 短周期調整力として蓄電池を積極活用することによる火力機稼働の低減（調整力の脱炭素化に貢献） 

 送電設備増強の代替策として系統用蓄電池を活用することによる系統混雑の緩和・解消 

 系統用蓄電池の適地誘導と連携運用 
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(2) FIT/FIP 終了後の「2032 年問題」への対応 

(a) 事業集約促進に向けた制度検討 【参考】 

 適格事業者への事業集約を促進するインセンティブ強化、デューデリジェンスに関する整備・人材育成

等 

 

(b) 低圧発電所の現所有者を対象にした事業継続・集約化への活動 【参考】 

 適格事業者による事業集約が困難または制度等の理解不足な事業者に向けて、事業継続あるいは集

約化させることのメリット理解のための広報活動 

 

4-4 再エネの市場統合と高付加価値化のための施策案 

(1) FIP 転の促進 

(a) 参照価格計算方法の変更による予見性の向上 【参考】 

 FIP 参照価格を当年当月から計算する等による予見性向上（時間の行動変容は可能だが季節を跨ぐ行

動変容の効果は限定的） 

 

(2) 再エネ安定供給・高付加価値化 

(a) 蓄電池の導入促進による事業者の行動変容の推進 【参考】 

 再エネの出力抑制緩和や電力市場の安定化を実現する蓄電池の高い導入目標の設定と更なる導入

促進制度の策定 

 FIT/FIP 併設型蓄電池の容量市場参加 

 蓄電池と変動性再エネ電源の組み合わせによる調整力活用の検討 

 同時市場(*)における大規模蓄電池の積極的な運用方策の検討 

(*) 卸電力市場と需給調整市場を統合し、供給力（kWh）と調整力（ΔkW）を同時に取引する新たな市

場 

 

(3) 再エネの価値の評価・取引促進 

(a) 再エネ電源の時間・質的価値を評価するシステムの導入検討 【参考】 

 24/7 など時間価値、また地域や周辺自然環境との共生状況などの価値（評価・格付け方法の検討も含

む）を証書等に価値を上乗せして取引するシステム等の検討 

 

(4) 再エネ設備（太陽光パネル等）のリユース・リサイクルの推進 

(a) 太陽光パネルのリユースの推進 【参考】 

 補助制度における利用容認や公共施設での利用 

 廃棄相当品の海外リユース売却の抑止 

 

(b) 使用済太陽光パネルの適切なリサイクル 【参考】 

 長期化・適正化の推進 

 循環型社会の推進（リサイクル素材利用まで含めた包括的対策） 

 再資源化コストの低減（現状処理費用と同等のリサイクル費用実現）  
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参考資料 再エネ大量導入に向けたエネルギー政策への提言（詳細） 

1. 再エネを増やすための施策案 

(1) 発電用地の確保と最適配置 

(a) 地域との共生 

 再エネへの理解醸成の強化（再エネの価値を含め、国民への正しい知識の展開や、導入促進に向け

た政府からの更なる積極広報等） 

 再エネの地産地消推進に向けた制度整備や支援事業の拡大 

 

発電事業者にとって、地域との共生を図りつつ、地域における再エネを運営していくことは非常に重要で

あるが、多くの課題が残っている。 

REASP としても、「太陽光発電の健全な運営にむけたベストプラクティスの事例」や「海外での再エネ導

入事例からみる今後の地域共生のあり方」等を一般にも公開して、再エネ事業の健全化に努めている。し

かし、過去にトラブルもあったことで、再エネの地元への設置についてネガティブな印象を持っている方も

いる。国も地域との共生は重要な課題と認識しており、地域と共生した再エネ事業の普及・促進を図ること

を目的として、「地域共生型再生可能エネルギー事業顕彰」等の活動を実施している。 

一方、発電開始後のトラブルを最小化するために、大規模電源や周辺地域に影響を及ぼす可能性が高

いエリアで再エネ発電事業を行おうとする事業者は、FIT/FIP 認定申請前に、改正再エネ特措法に基づく

要件を満たす説明会を開催することが必要となった。ただし、説明会を開催するにあたっても、再エネに対

してネガティブな印象を持つ方や間違えた知識を持っている住民の方もいるため、国からも国民への再エ

ネの価値を含めた正しい知識の展開や、導入促進に向けた更なる積極広報等が必要と考える。 

 

  

太陽光発電の健全な運営にむけたベストプラクティスの事例 

出典：REASP ホームページお知らせ 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/saiene_kensho/index.html
https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=360763
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海外での再エネ導入事例からみる今後の地域共生のあり方 

出典：REASP ホームページお知らせ 

 

また、エネルギーの地産地消を目的とした地域新電力等では、制度整備、支援事業、託送料を優遇する

等のインセンティブの検討が必要と考える。 

 

 

出典：2024 年 9 月 経産省 第 69 回再エネ大量導入次世代 NW 小委 資料 2 

 

https://reasp.or.jp/news/detail.html?CN=382117
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/069.html
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(b) 自治体等の再エネ導入インセンティブ付与 

 地元自治体の税収増等のメリットの可視化、法人事業税（現状発電事業者の本社所在地に納付）の

発電所立地自治体への納付 

 地方自治体等の再エネ導入目標設定義務化と再エネ導入拡大に向けた効果的なポジティブゾーニ

ング推進 

 

発電設備が設置されている自治体については、再エネ導入に伴い地域の税収増、雇用増等のメリットの

可視化に加え、再エネ設置自治体への法人事業税の納付等、各自治体の税収増加につながる施策を検

討すべきと考える。 

特に、再エネ設置自治体への法人事業税の納付が行われることが望ましい。これが困難な場合は、現

在の「企業版ふるさと納税」の仕組みを利用し、現在は特定プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合

に法人関係税から税額控除する仕組みであるが、通常の発電所立地自治体へ寄付した時も同様な扱いと

する制度を検討してはどうか。 

更に、地方自治体等への設置導入が必ずしも十分進んでいない現状に鑑み、自治体毎の再エネ導入

目標設定の義務化が必要ではないかと考える。既に公共施設に対しては 2030 年に設置可能な建築物の

50%以上に太陽光発電設備設置を目指す目標が示されているが、これを更に進めていただきたい。 

これら施策とのセットで、再エネ導入拡大を効果的に後押しするためのポジティブゾーニングを推進して

もらいたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府ホームページ   出典：企業版ふるさと納税ポータルサイト 

 

https://www.cao.go.jp/press/new_wave/20240822.html
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html
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(c) 再エネ適地近傍への産業集積と蓄電池の立地誘導の設定推進 

 一般送配電事業者が公開を進めているウェルカムゾーンマップを考慮しながら、再エネ適地の近傍に

データセンター等の需要の立地を効率的に配置し、さらに混雑緩和や調整力として系統運用に資す

る蓄電池についても、効率的・効果的な立地誘導を推進 

 

一般送配電事業者においては、早期に電力供給を開始できる場所を示した「ウェルカムゾーンマップ」

の公開を進めている。ウェルカムゾーンは送変電設備の空き状況等を踏まえた内容と考えるが、再エネと需

要（蓄電池を含む）の需給を近傍でマッチさせるウェルカムゾーンを実現できれば、系統増強コストや系統

混雑発生リスクを最小限に抑えることのできる、再エネ設備、需要施設の最適な配置を促すことに繋がるの

ではないか。 

REASP が 2021 年 11 月に公開した「REASP VISION 2050」においても、「東京エリアのデータセンターに

よる電力需要を、北海道エリアに移転させることにより、洋上風力発電などの再生可能エネルギーの導入ポ

テンシャルの大きな同エリアへの電力需要シフトを想定」と提案しており、さらにウェルカムゾーンや蓄電池

と組み合わせることにより、効率的・効果的な利用促進のための系統整備をするための立地誘導を設定す

ることができる。 

出典：2024 年 6 月 経産省 第 63 回 

再エネ大量導入次世代 NW 小委 資料 2 

出典：2024 年 9 月 経産省 第 68 回 

再エネ大量導入次世代 NW 小委 資料 1 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/063.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/063.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/068.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/068.html
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出典：2024 年 9 月 9 日 第 80 回電力・ガス基本政策小委員会 資料 4 

 

出典：2024 年 9 月 9 日 第 80 回電力・ガス基本政策小委員会 資料 4 

 

出典：REASP VISION 2050 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/080.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/080.html
https://camel3.com/cms/files/camel/reasp/0120/2U6f28Gf.pdf


 

27 

 

(d) 既存設備を活用した再エネ出力増の取組推進 

 FIT/FIP における同一地番への 1 引込按分計量増設の容認（既に屋上に太陽光発電が設置されて

いる建物において、今後ペロブスカイト太陽電池を壁面などへ追加設置すること等が想定され、課題

になることが予想される） 

 

太陽光発電の適地が減少する中でリパワリングは重要課題である。増設するケースの一つとして、同一地

番に新規設備の FIT/FIP 申請を行う場合がある。 

資源エネルギー庁の特設サイト「なっとく再生可能エネルギー」の FIT/FIP 制度の Q&A 2-19 では、「既存

の事業計画と申請地番が重なる場合は認定不可」と記載がある（新規設備の FIT/FIP 申請を行わずに増設

する場合は、同一地番の増設も許容される）。例えば、既に屋上に FIT の太陽光発電が設置されている建物

に、今後普及が期待されているペロブスカイト太陽電池を壁面に追加で設置する際には同一地番の建物上

に設置することになり、現在の制度では FIT/FIP 制度は利用できないことになる。ペロブスカイト太陽電池の

普及期には壁面への追加設置等が想定され、課題となる事が予想されるため、これを容認いただきたい。 

建物への追加設置に加えて、地上設置のメガソーラーのリパワリングや自家消費太陽光において敷地内に

遊休地が生じた場合にも同一地番への設置が不可となっていることで増設の制約となっている。同一地番へ

の１引込按分計量増設の容認は、これらの場合にも有効な対策となる。 

 

 

出典：資源エネルギー庁特設サイト「なっとく再生可能エネルギー」 

 

(2) 農地のエネルギーフィールドとしての確立（エネルギー自給率向上と食料自給率向上の両立） 

(a) 営農型太陽光の農政上の位置づけの明確化 

 国及び各自治体での営農型太陽光の導入目標の設定 

 地域計画への営農型太陽光の位置づけを必須にすると共に、位置づけられた営農型太陽光への一

時転用許可の優遇 

 行政(含む農業委員会)、有識者、事業者団体等による営農型太陽光に関する協議会の設置 

 脱炭素先行地域、促進区域、重点対策促進事業の枠組みで全国的な営農型太陽光モデル事業へ

の国の支援の実施 

 

営農型太陽光はエネルギーと食料の自給率向上の両立を行える重要な施策ではあるが、農政や地域脱

炭素政策においての位置づけが明確にされていないため国や自治体で導入目標も設定されていない。数値

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/fit_faq.html
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目標設定と共にその具現化のために、各地で設定される地域計画の中に営農型太陽光を盛り込むことを必

須化すると共に、脱炭素先行地域や促進区域、重点対策促進事業と言った地域脱炭素政策の支援策の中

に明確な枠組みを作り、後押しして行く必要があると考える。また、地域計画に位置付けられたものや支援事

業の対象となった営農型太陽光は、一時転用許可を現在の最大 10 年よりも延長することや再許可の際も申

請・許可の簡素化等の優遇を行う等、地域での導入推進を後押ししてはどうか。また、導入を後押しする農業

委員会を含む行政、有識者、事業者団体等による営農型太陽光に関する協議会を設置してはどうかと考える。 

営農型太陽光の本格的な推進には首長や地域での理解が必要である。一部では営農をきちんと行ってい

ない事例もあるのは事実でそれらを是正して行き、健全な営農型太陽光を推進していくことが求められている。

そのために、先ほどの脱炭素先行地域や促進区域、重点対策促進事業と言った支援の枠組みの中で、各地

にモデル事業を設置し、優良な事例を提示して行くことにより、首長、地域での理解も深まるのではないか。

例えば全国 100 か所に国の支援により、そう言ったモデル事業を設置することで地域に受け入れられる営農

型太陽光事業の推進につながるのではないかと考える。 

 

 

営農型太陽光発電の農政及び地域脱炭素政策上の位置づけの明確化 
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出典：農水省「人・農地プランから地域計画へ」 

 

 

出典：農水省 営農型太陽光発電について 

 

(b) 営農型太陽光の事業参入リスク低減 

 優良事業者や地域計画に盛り込まれた営農型太陽光の一時転用許可期間の延長や優遇 

 農地賃借・更新手続きの行政側支援や農地所有要件の緩和 

 全国大での作物の生育等のデータ収集 

 

現状、営農型太陽光は一時転用許可数が増加傾向にはあるものの太陽光発電導入量の 1%程度に留まっ

ているため、脱炭素の実現に向けて大幅な導入拡大が求められる。そのためには事業参入リスクを低減し、

企業の積極的な参入を促すことが必要となる。一時転用許可は要件を満たせば 10 年は認められるようになっ

たものの、事業計画が 20 年や 30 年を前提としていることを考えると金融機関が融資を積極的に行える状況

https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/chiiki_keikaku.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/einou.html
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にはない。そのため、優良事業者が行う場合や地域計画に盛り込まれている場合等については一時転用許

可をさらに延長してはどうか。 

また、個人所有の農地を賃借している場合に更新手続きがスムーズに行えない場合があるため、行政等か

らの支援が望まれる。また農地所有の要件が限定されているため、その緩和も事業参入リスク低減につながる。 

さらには、発電所を設置する場所の近隣で作られていない作物だけでなく、作られている作物であっても営

農型太陽光発電の下部で作られたことがないために各地の農業委員会で判断に困られることがある。全国大

で営農型太陽光発電の下部で作られる作物の生育等のデータを収集し、利用可能にすることで、事業者及

び農業委員会の判断がしやすくなるのではないか。 

 

 

営農型太陽光の事業参入リスク低減 

 

(3) 洋上風力発電の主力電源化に向けた導入促進 

(a) 持続可能な投資を可能にする市場環境の整備 

 投資リスクの軽減 

 急激な事業環境の変化に対応するために、事業計画の変更に柔軟性をもたせるルールの導入 

 関連インフラ整備の加速による事業者の負担軽減 

 事業者による追加工事が必要のないレベルの着床式向け基地港湾スペックへのアップグレー

ド、浮体式向けの基地港湾整備計画の明確化と早期の運用開始 

 沿岸地域での系統連系点の整備、海底直流送電整備の加速、複数の洋上風力発電所を連結

した海底送電網の効率的整備 

 浮体式洋上風力関連産業の育成とサプライチェーン形成 

 国産サプライヤーの投資予見性を高める明確かつ野心的な導入目標と案件パイプラインの形成 

 

「投資リスクの軽減」については、2024年 10月の国の審議会において諸外国でも導入されている調整条項

（価格調整スキーム）について、導入を検討していただけることになった。具体的な制度の検討はこれからで

あるが、FIP 制度における基準価格を物価変動に連動させ、民間事業者のみでは取り切れないリスクの一部

を制度側で、国民負担には中立的な形で引き受けつつ、その官民リスク分担に応じた IRR を設定するとの方

向性が示されたことは歓迎したい。しかしながら、風車、ケーブル、工事用専用船などのサプライチェーンが

逼迫する中で、サプライヤーの寡占状態で価格は跳ね上がる状態にあり、選定後の事業計画の変更が極め
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て難しい状況下では、開発事業者が一方的に価格上昇の負担を引き受けざるを得ないという問題に直面し

ている。価格上昇のリスクに対応するためには、公募の公平性を保ちつつ、応札時の風車確定要件を緩和す

るなど、事業計画の変更に柔軟性もたせる制度の見直しも検討する必要である。 

 

 

出典：2024 年 10 月 第 95 回 調達価格等算定委員会 資料 1 

 

 

出典：2024 年 10 月 第 95 回 調達価格等算定委員会 資料 1 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/095.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/095.html
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出典：2024 年 10 月 第 95 回 調達価格等算定委員会 資料 1 

 

 

出典：2024 年 10 月 第 95 回 調達価格等算定委員会 資料 1 

 

基地港の整備費用は発電事業者が負うことになっているが、岸壁の長さや地耐力が不十分であり、追加工

事が必要なケースがある。基地港のスペックの向上と、基地港指定のスケジュールを明確化することで、入札

参加を希望する事業者が早期に事業計画の検討を始められるようにすべきである。また、海底直流送電を含

む海底送電網、陸上系統の整備を促進することで、系統整備の予見性を高めるとともに、発電事業者の自営

線建設の負担を軽減し、洋上風力への投資を効率化すべきである。特に浮体式洋上風力の為の基地港湾

整備は、着床式と比べ敷地が広く、地耐力が必要となり費用が莫大となるため、費用の一部について一般負

担を検討頂きたい。同様に系統線、連系線工事についても事業者の負担が大きいため、複数地点で開発し

利用する可能性がある場合には、地内増強費用の一部一般負担を検討頂きたい。 

国内サプライチェーンの形成のためには、国内洋上風力市場の規模、案件形成のスケジュールを明確に

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/095.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/095.html
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示していくことが肝要である。浮体式の野心的な導入目標を示し、浮体技術の標準化を図っていくことで、サ

プライヤーの事業予見性は高まり、大規模な投資を後押しすることができる。 

 

(b) 確実に事業を実現するための諸課題の解決 

 人材育成の加速 

 人材育成への予算措置、魅力向上のために PR 強化、海外人材活用の緩和措置 

 事業の安全性担保 

 登録適合性確認機関の認証手続きの透明化と効率化 

 JOGMEC 調査のスペック向上と早期のデータ提供 

 航行安全ルールの整備 

 大規模・沖合海域での案件を念頭に、諸外国の制度・事故事例等を参考にした日本に適した航

行安全ルールの在り方の検討 

 

洋上風力発電事業を確実に実現していくためには、人材育成は急務である。しかし人材育成は一朝一夕

にできるものではないので、海外人材を活用しつつ、必要な技術を習得していく必要がある。そのためには、

外国船の利用、外国人作業員の活用の規制の緩和し、国内人材への技術移転の機会としていくべきである。 

導入の迅速化と安全性の確保の両立も重要な課題である。認証基準の透明性が担保されていないと、認

証手続きに多くの時間を費やされ、事業の迅速性は損なわれる。また、セントラル調査のデータが不十分であ

れば、選定後に風車レイアウトの変更が必要となったり、認証手続きの過程で再調査が求められることも想定

される。国際基準にベースとした認証手続きへと効率化するとともに、セントラル調査の提供データは、認証

手続きに過不足ないレベルに向上すべきである。 

 

 

出典：2023 年 11 月 第 8 回グリーン電力の普及促進等分野 WG 資料 4 

 

  

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/008.html
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(c) 漁業共生推進による案件形成の促進 

 漁業者理解が促進されるよう、漁業影響調査の結果・情報や洋上風力発電施設の情報（施設の間

隔、本数、発電容量等）のうち、可能なものについて関係省庁が協力して取り纏め、公表・情報提供 

 洋上風力事業の候補海域の議論とは切り離し、平時から、沖合等漁業者団体と国の関係機関、洋上

風力の事業者（事業者団体）とが定期的に意見交換を行う場の創設。 

 洋上風力への漁業者や一般市民の理解促進を進めるため、県や国レベルでの啓発活動が一層促進

されるよう、既存予算制度を拡充し、洋上風力発電事業に特化した支援制度を構築 

 

下図は、日本の漁業の操業状況について示したものであるが、日本の漁業は、大きく、漁業権漁業、知事

許可漁業、大臣許可漁業に分類される。漁業権漁業は、都道府県知事が漁業者に操業の権利を免許するも

ので、陸域に接した海域に操業区域が設定され、その中で排他的に漁業を行うことができる。その沖合では、

巻き網漁業や底曳網漁業などの許可漁業が活動している。許可漁業の免許者は 2段階に分かれ、都道府県

の沖合で操業される漁業は知事が、複数県の沖合に跨って操業し、また、領海外で操業する漁業について

は、国が許可を与える。この許可漁業を営む漁業者は、特定の都道府県に所属するのではなく、全国各地に

分散している。 

洋上発電事業を実施するには、まず、関係する漁業者を洗い出し特定することが必要である。漁業権漁業

の場合は操業区域が決まっているので、関係漁業者の特定は比較的容易である。一方で、許可漁業につい

ては、免許者が複数あること、漁業者の居住地が全国に分散していることから、関係漁業者の特定には時間

と労力を掛けて、丁寧に対応する必要がある。 

今後、浮体式洋上風力が本格的に導入されるにあたり、より沖合での案件形成が必要となるが、その際、

関係する許可漁業者の特定が重要な課題の一つとなる。 

 

 

漁業制度及び漁業許可制度の概念図 

出典：水産庁「我が国の資源管理」 

 

領海・EEZ を含めた日本の沖合海域では、関係漁業者の特定が困難である。この関係漁業者の特定にあ

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r01_h/trend/1/t1_1_2.html
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たっては、国・地方自治体の水産部局が有する漁業操業情報を活用することが有効であるが、これらの情報

は洋上風力の案件形成を目的として取得したものではないし、また、多くの個人情報を含むものであり、制度

的に一般公開できないものが含まれる。 

また、許可漁業については、知事許可漁業に関する情報は各地方自治体が管理し、大臣許可漁業に関す

る情報は水産庁が管理をしており、すべての情報が一つに集約されているわけではなく、また、これらの情報

を効率的に活用する制度が無いため、国・地方自治体のエネルギー部局は、独自に情報を収集することとな

り、時間を要す。加えて、漁業に関する知見を十分に有していない場合、把握すべき漁業種類の操業情報を

見過ごすことも危惧される。 

そこで、水産庁に対して、国・都道府県が保有する大臣許可漁業・知事許可漁業の操業状況の情報を、国

の機関が収集・加工し、洋上風力発電事業の候補海域を検討する都道府県が利用できるような、制度・仕組

みを整備することを求めている。 

この際、現在、日本で広く利用されている、「海しる」（うみしる）を活用することが有効であると考えている。

「海しる」は通称で、正式名を「海洋状況表示システム」と言い、日本政府が管理するデータシステムである。こ

のシステムを活用し、水産庁及び都道府県が保有する漁業操業情報を、新たな、あるいは既存の国の組織

が集約し、個人情報が識別できないように加工したうえで、「海しる」の管理組織である内閣府が、例えば、操

業の濃淡がわかる海洋マップとして公表することを想定している。 

そして、データの性格上、当該データの利用者の特定が必要であると考えられるので、利用者を国・都道

府県及び承認を受けた発電事業者に限定するのが適切ではないかと考えている。 

洋上風力発電事業の候補海域を検討する都道府県において、検討初期の段階から、各海域の漁業利用

の濃淡を把握することができれば、漁業の観点からおよそ洋上風力発電の導入の余地のないエリアを候補海

域から除外することができ、今後の案件形成の円滑化に資するものと考える。 

 

 

海洋状況表示システム 

 

関係漁業者が特定されたとしても、当該関係漁業者との間で海域利用の調整をする際には、また別の課題

が発生する。そのひとつが、沖合漁業者は、今後さらに進められる洋上風力開発の全体像が見えないことか
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ら、個別の洋上風力発電事業者から様々な提案を持ち込まれても、洋上風力発電事業との共存の可能性を

判断できない状況にあることである。また、これまでの具体的な漁業者調整の過程では、関係漁業者を見落と

していた事例や、漁業の盛んな海域で案件を構想し調整が整わない事例などが見受けられており、都道府

県の水産部局とエネルギー部局とのさらなる連携強化が望まれる。 

例えば、下図において、A 県においては、大臣許可漁業に関する情報は一切ないため、誰が関係する漁

業者なのか分からない状況にある。また、他県の漁業者の情報も不足しており、どのように調整していけば良

いか分からない状況である。さらに、水産部局としては、反対する漁業者がいる場合、エネルギー部局の立場

に立ちづらいなどの課題が考えられる。 

一方、漁業者は、洋上風力事業について様々な懸念を有しているが、それが正確に発電事業者側に伝わ

っていないケースが見られる。例えば、漁業者からは、操業をしているので絶対に洋上風力は認められない

海域があるが、これを洋上風力事業者が理解していないと思っていることがある、また、発電事業の候補海域

で、操業はしていないが、魚道の変化、産卵場への影響があるのではないかと不安であるが、明確な説明を

受けていない場合もある、さらに、提案のあったエリアは承認できるが、また次の場所でも譲歩を求められるこ

とを想定すると安易に同意できない、などの意見がある。 

 

漁業者調整の仕組 

 

そのため、国・都道府県（再エネ部局）は、事業者からの情報提供を随時に受け付け、効率的な発電事業

が実施できるように、最新情報を把握する。次に、国及び都道府県（再エネ部局）は、水産部局と一層連携し、

漁業種類別の都道府県漁業団体及びそれを統括する全国漁業団体に対し、可能な限り早期に操業情報の

収集と意見交換を行う。ただし、大臣許可漁業については、その操業情報を有する水産庁が主体的に対応

すること」を希望している。 

そして、「水産庁及び都道府県の水産部局及び漁業関係団体については、エネルギー部局に対し、積極

的に操業実態の情報提供を行い、案件形成の初期段階で、漁業の観点から洋上風力の導入余地のないエリ

アをエネルギー部局が除外できるようにすること」が望ましい。 

漁業者は、洋上風力事業について様々な不安や懸念を抱いている原因として、洋上風力事業の詳細が、

正確に漁業者に伝えられていないことが挙げられる。漁業者からは、洋上風力発電事業について、海外や日
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本国内の先行事例を承知しておらず、発電事業の規模や構造のイメージ、操業への影響等を正確に想定で

きないとの声が聞かれる。一方、国・県のエネルギー部局及び発電事業者は、沖合漁業の操業実態や取組

みを理解することが不足していると思われる。この両者の認識の齟齬が、漁業者調整の円滑化を阻害する要

因の一つであると考えている。 

そこで、洋上風力発電事業の具体的な候補海域の議論とは切り離し、平時から沖合漁業者団体と国の関

係機関、洋上風力事業団体とが定期的に意見交換を行う場を創設すべきであると考えている。 

なお、この提言については漁業団体も同様の意見をされており、今後、具体的に会合を開催することを関

係漁業団体と調整することとしている。 

 

(4) ペロブスカイト太陽電池の導入拡大 

(a) ペロブスカイト太陽電池の設置拡大 

 シリコン系太陽電池では設置が難しい場所へのペロブスカイト太陽電池の設置拡大推進（軽量・フレ

キシブル等の特長を生かし、壁面や耐荷重が小さい屋根カーポート、農地等への設置推進） 

 

ペロブスカイト太陽電池の可能性については、REASP としても大いに期待しているところであるが、従来型

の設置方法での利用拡大には費用対効果でシリコン系を上回る必要がある。 

したがって、シリコン系では設置が難しい設置場所（軽量・フレキシブル等の特長を生かし、壁面や耐荷重

が小さい屋根、カーポート、農地等への設置）から利用推進を図る必要があるのではないか。 

 

 

出典：資源エネルギー庁ホームページ（スペシャルコンテンツ） 

 

ペロブスカイト太陽電池 応用例 

出典：企業省エネ・CO2 削減の教科書 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/perovskite_solar_cell_01.html
https://enetech.co.jp/guide/perovskite-solar-cells/
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(b) ペロブスカイト太陽電池の導入インセンティブ付与 

 ペロブスカイト太陽電池の FIT/FIP における新たな発電設備区分の創設等の積極的な支援 

 

2024 年 2 月の調達価格等算定委員会のまとめ資料の中に以下の記載あり。また、2024 年度の調達価格

等算定委員会の資料の中にも「次世代型太陽電池を念頭に置いた新たな発電設備区分の創設の検討」とし

てペロブスカイト太陽電池を想定した議論がされている。国際競争力向上の観点からも、国産ペロブスカイト

製品の本格普及による価格低下までの期間において積極的な支援が望まれるため、FIT/FIP の新たな発電

設備区分の創設等について期待している。 

 

調達価格等算定委員会：「令和６年度以降の調達価格等に関する意見」（令和 6 年 2 月 7 日） 

 軽量・柔軟等の特徴を兼ね備え、性能面（変換効率や耐久性等）でも今後、既存電池に匹敵すること

が期待されるペロブスカイト太陽電池については、現在、グリーンイノベーション基金を活用し、研究

開発段階から社会実装まで切れ目なく支援が行われている。（中略） 

 （中略）こうした中で、需要の創出に向けては、同戦略の中で、2025 年からの事業化を見据え、2020

年代年央に、100MW/年規模、2030 年を待たずに GW 級の量産体制を構築することを前提に、ペロ

ブスカイト太陽電池の導入目標を策定するとともに、その達成に向けた導入支援策について検討す

ることとされている。 

 こうした状況を踏まえ、ペロブスカイト太陽電池の需要創出を促すため、本委員会において、次世代

型太陽電池を念頭に置いた新たな発電設備区分の創設の検討に着手することとした。その際には、

例えば、次のような点が論点になり得る。 

 （中略）ペロブスカイト等の次世代再エネ技術については、今般、「分野別投資戦略」が策定をされて

いる。FIT 制度/FIP 制度のあり方についても、こうした政府全体の政策の方向性と整合性を取りなが

ら、検討を進める必要があること。 
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2. 再エネを減らさないための施策案 

(1) 出力制御低減と予見性の向上 

(a) 時間帯別排出係数の導入による昼間への需要シフト 

 電気事業者別排出係数を時間帯別に設定することで、排出係数の小さい昼間電力への需要シフトを

促し、CO2 排出を減少させる仕組みを導入 

 

JEPX では日中は太陽光の発電が多いため実際の発電によるCO2の排出は少なく、太陽光発電が終わ

り、火力の割合が高くなる夕方には実際の CO2 の排出は多くなるはずである。しかし、日中、夜間共に同じ

排出係数が使用されている。 

電気料金については出力制御が行われる時間帯へ需要をシフトするために割引等が行われ始めている。

一方で現在排出係数は時間帯によらず一定であり、需要家が蓄電池を利用して昼間の電力を貯め夕方以

降に使ったとしても、適用される排出係数が変わらないため、GHG 排出量が変わらないだけでなく、蓄電

池での電力ロス分、むしろ排出量が多い計算となってしまう。したがって、CO2 排出係数も時間帯別にする

ことで、昼間への需要シフトを更に促進出来るのではないかと考える。 

 

 

出典：JEPX、北陸電力 

 

(b) 蓄電池の更なる活用 

 系統用蓄電池による個別再エネ発電所の抑制回避（再エネ併設蓄電池だけでなく、系統用蓄電地を

特定の複数再エネ発電所と紐づけ、出力制御時に抑制を回避できる制度を整備） 

 短周期調整力として蓄電池を積極活用することによる火力機稼働の低減（調整力の脱炭素化に貢

献） 

 送電設備増強の代替策として系統用蓄電池を活用することによる系統混雑の緩和・解消 

 系統用蓄電池の適地誘導と連携運用 

 

複数の個別再エネ発電所と系統用蓄電地を紐づけ、これら再エネ発電所の出力制御時に、当該系統用

蓄電池にて抑制量を上回る充電を行うことで、これら再エネ発電所の抑制を回避できる制度を整備すること

により、蓄電池の併設が難しい発電所への対応や、小規模の発電所を束ねる形での蓄電池の活用が可能

となり、再エネ電源由来の kWh が有効活用できることに加え、FIP 転の促進にも繋がる効果が期待できる。 

https://www.rikuden.co.jp/press/attach/24022810.pdf
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なお、2023 年 10 月の第 48 回系統ワーキンググループにおいても同様の論点提示があったが、この検

討を深めて頂きたい。 

 

 

出典：2023 年 10 月 16 日 第 48 回系統ワーキンググループ 資料 3 

 

 

系統用蓄電池による個別再エネ発電所の出力抑制回避 

 

また、最低出力の制約がなく高速で精緻な応動が可能な蓄電池を短周期調整力として積極活用するこ

とにより、現在調整力を提供するために稼働させている火力機稼働を停止させ、その分再エネ電源を稼働

させることが可能となるだけでなく、調整力の脱炭素化にも貢献できる。 

電力広域的運営推進機関（OCCTO）の 2024 年 9 月の委員会において、中西エリアの春季の周波数品

質（周波数滞在率）が低下しているという報告があった。春・秋などの軽負荷期の中でも特に需要が小さい

太陽光出力の立上りや立下りの時間帯で周波数滞在率が著しく低下しており、これは太陽光出力変動の

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/048_03_00.pdf
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影響が大きいと推定される。短期調整力として高い性能を有する蓄電池を短周期調整力として積極活用で

きれば、このような課題も解決できると考える。 

欧州では主に蓄電池をターゲットとした１秒応答の調整力商品も導入されていることから、それらも参考

にしつつ我が国における調整力への蓄電池のさらなる活用の検討が進むことを期待する。 

 

 

提供：東芝エネルギーシステムズ（株） 

 

 

出典：2024 年 9 月 OCCTO 第 101 回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料 5 

 

系統用蓄電池は、送電設備増強の代替策としても活用が期待されている。政府審議会でも、系統用蓄電

池による系統混雑緩和への対応検討が進められている。系統用蓄電池を適地に誘導し、積極的に活用する

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_101_haifu.html
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ことで、再エネ出力制御率の低下、系統混雑の回避が期待できる。 

 

 

出典：2023 年 5 月 第 46 回系統 WG 資料 5 

 

 

出典：2023 年 2 月 第 49 回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料 3 

 

(2) FIT/FIP 終了後の「2032 年問題」への対応 

(a) 事業集約促進に向けた制度検討 

 適格事業者への事業集約を促進するインセンティブ強化、デューデリジェンスに関する整備・人材育

成等 

 

国は事業集約化に関して推進しており、審議会でも検討して具体的な案を策定いただいている。REASP も

具体的に検討しており、国や他の関係団体と協力しながら対応していきたいと考えている。 

需要と電源だけでなく、
系統用蓄電池につい
ても適切な立地誘導
が望まれる 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/046.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/049.html
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出典：2024 年 3 月 第 61 回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料 2 

 

低圧等小規模の太陽光発電所を適格事業者に集約させ、長期安定電源化させようとする政府の検討方向

性には賛同。一方、対象となる発電所が 60 万件以上あり、個々の発電所のデューデリジェンス(D/D)にかけ

られるコストも限定される中で、あらかじめ発電所を格付けしておくことで D/D の効率化、低コスト化を図ること

が出来ると考える。この点、REASP としても格付制度の要件検討等、格付制度作りに貢献出来ると考える。ま

た、適切に集約が行われた事例を共有することで事業者の知見を深め、集約への後押しを行えると考える。 

 

(b) 低圧発電所の現所有者を対象にした事業継続・集約化への活動 

 適格事業者による事業集約が困難または制度等の理解不足な事業者に向けて、事業継続あるいは

集約化させることのメリット理解のための広報活動 

 

適格事業者による事業集約が困難な発電所や、事業者の理解不足により事業継続やリパワリング等が

進まない発電所に対しては、情報提供が有効になると考えられる。特に低圧発電所の現所有者には個人

や中小企業も多く、FIT/FIP 終了後の明確な計画が存在しないケースも多いものと考えられる。このような

場合、所有者向けに事業継続やリパワリング、あるいは集約化により多くのメリットがあることを理解いただく

ための広報活動を行って、FIT/FIP の終了後も発電所を継続する、あるいは集約先へ譲渡する等を行う必

要がある。 

  

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/061_02_00.pdf
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3. 再エネの市場統合と高付加価値化のための施策案 

(1) FIP 転の促進 

(a) 参照価格計算方法の変更による予見性の向上 

 FIP 参照価格を当年当月から計算する等による予見性向上（時間の行動変容は可能だが季節を跨ぐ

行動変容の効果は限定的） 

 

現行の FIP 参照価格の計算において前年度年間平均市場価格を使った理由は、需要期における発電を

促し、不需要期における発電を抑制すると言った発電事業者の行動変容を促進させるインセンティブを付与

するためと理解している。一方、現実的には季節を跨いでの発電シフトは難しく、メンテナンス等による発電停

止期間の調整等程度の効果のみと見られ、想定された効果は限定的と考えられる。 

また現行制度においては、市場売電価格とプレミアム加算収入が月ごとに大きく変動することに加えて、月

次補正の際に参照価格がマイナスの場合はゼロになり、市場価格高騰年の翌年には FIT 制度よりも収益が

下がるリスクがある（特に FIP 転などで基準価格が高い場合は 2 年合計でも収益低下となるケースもある）。参

照価格を当年当月をベースとする計算方法に見直すことで、上記リスクの低下が見込まれ、FIP転の促進にも

貢献することが期待される。 

 

 

 

FIP 参照価格とプレミアム 

 

(2) 再エネ安定供給・高付加価値化 

(a) 蓄電池の導入促進による事業者の行動変容の推進 

 再エネの出力抑制緩和や電力市場の安定化を実現する蓄電池の高い導入目標の設定と更なる導入

促進制度の策定 

 FIT/FIP 併設型蓄電池の容量市場参加 

 蓄電池と変動性再エネ電源の組み合わせによる調整力活用の検討 

 同時市場(*)における大規模蓄電池の積極的な運用方策の検討 
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(*) 卸電力市場と需給調整市場を統合し、供給力（kWh）と調整力（ΔkW）を同時に取引する新た

な市場 

 

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）の報告書では、変動性の再エネ電源が大量導入された地域の多

くで、コストや手続きの面で系統網の整備よりも有利な定置型蓄電池の設置が進んだ、と分析している。実際、

世界における定置型蓄電池の導入量は 2010 年の 0.1GWh から 2023 年には 95.9GWh と、特に近年急増し

ている。 

翻って日本では、2024 年 5 月の第 51 回系統ワーキンググループにおいて、系統用蓄電池の導入見通し

は、2030年に累計 14.1～23.8GWh程度としている。しかし、蓄電池は再エネ大量導入に伴い必要となる調整

力として、また再エネの出力制御の緩和や、電力市場全体の安定化への貢献も期待できることから、高い導

入目標の設定と、更なる導入促進・活用促進に向けた制度整備が必要ではないか。 

例えば、現在はFIT/FIP併設型蓄電池は容量市場（長期脱炭素電源オークション含む）には参加できない

が、併設蓄電池は FIT/FIP の支援の対象外であり、本来容量市場への参加が認められるべきである。一方、

容量市場への参加においては、発電設備の所内消費電力量（補機電力量）の取扱いを明確化する必要があ

る。早期に容量市場参加に必要な計量方法の整理を行い、FIT/FIP 併設型蓄電池も容量市場への参加が

可能となるよう検討を求めたい。 

  

 

 

また、太陽光発電や風力発電のような変動性再エネを調整力として活用する検討が始まった。変動性再エ

ネは自然エネルギーのため、天候の影響によって単独では調整力として供出できる量が変動してしまうが、蓄

電池と組み合わせてそれらの変動を吸収することにより、安定した調整力リソースとして活用ができると考える。 

 

出典：IRENA 

系統用蓄電池の導入量とコストの推移（2010 年～2023 年） 

出典：メガソーラービジネス 

https://www.irena.org/Publications/2024/Sep/Renewable-Power-Generation-Costs-in-2023
https://project.nikkeibp.co.jp/ms/atcl/19/feature/00007/00129/?ST=msb
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出典：2024 年 9 月 OCCTO 第 50 回 需給調整市場検討小委員会 資料 4 

 

「同時市場の在り方等に関する検討会」中間とりまとめ(案) （2024 年 9 月 25 日）において、卸電力市場と

需給調整市場を統合し、新たに供給力(kWh)と調整力（ΔkW）を同時に取引する「同時市場」を導入する方

向性が明記され、蓄電池の積極的な運用を追求すべきとされている。大規模揚水発電は電源立地の確保な

どの課題から新設は容易でないことから、短期間での導入及び稼働が可能な大規模蓄電池にいっそう重点

を置き、同時市場に向けた活用方策の検討を推進すべきと考える。 

 

 

出典：2024 年 9 月 第 12 回 同時市場の在り方等に関する検討会 資料 3 

 

  

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/012.html
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(3) 再エネの価値の評価・取引促進 

(a) 再エネ電源の時間・質的価値を評価するシステムの導入検討 

 24/7 など時間価値、また地域や周辺自然環境との共生状況などの価値（評価・格付け方法の検討も

含む）を証書等に価値を上乗せして取引するシステム等の検討 

 

現状、需要家は四半期分や 1 年分の使用電力量（kWh）に対して同量の再エネ電力証書（非化石証書な

ど）を購入することで、当該期間について使用電力量の「再エネ 100%」を主張できる。一方で、時間を細かく

分けてみれば、当該再エネの発電量が需要量を下回り、実際には再エネ以外の電源からの電力供給を受け

ていることになる（リアルタイムに再エネ 100%にはなっていない）。 

これに対し、24/7カーボンフリー電力は、「24時間365日、100％リアルタイム再エネ電力」を行うことであり、

米グーグルはこれを 2018 年に提唱し、同社では 2030 年までに自社オフィスや世界中のデータセンターで使

う電力を、24/7 カーボンフリーとすることを目指している。今後、これらの動きが加速し、再エネ由来 kWh の時

間的な価値が顕在化し取引対象になるものと考える。一方、現状では再エネの発電時間帯を証明する方法

は確立されていない。 

この点、GHG プロトコルにおける「スコープ 2 ガイダンス」の見直しが検討されており、再エネの時間単位で

の同時同量（Hourly matching）に向けた議論が進んでいる（類似の議論が国連の CFE Compact でも進行中）。

例えば非化石証書に発電時間帯の情報を上乗せしてリアルタイム性を証明するなどの方法が検討しうるので

はないか。 

 

 
出典：次世代の再エネ調達「24/7 カーボンフリー電気」 

 

2023 年 10 月、三菱総合研究所は、同社の実証研究のアンケート調査において、CO2 フリーの環境価値

以外の何らかの付加価値を重視する需要家は家庭で 95%、企業で 89%と非常に高い結果となった旨発表。重

視する付加価値の種類として、再エネ電源種や立地地域と言った情報に加え、地域貢献の取組などが指摘

されており、特に地域貢献については 2/3 の需要家が追加的な支払い意思を有しているなど、再エネに対す

るニーズは環境価値以外にも多様化していること、またその付加価値に対して支払意思を有する需要家も多

く存在することが示された。 

一方、例えば地域貢献の度合と言った質的情報を評価し取引するシステムが存在しておらず、このような

https://sgforum.impress.co.jp/article/5380
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付加価値が埋没している状況である。非化石証書等にこれら付加価値を上乗せして取引するシステム等を検

討してはどうか。 

 

 
出典：2023 年 10 月 三菱総合研究所ニュースリリース 

 

(4) 再エネ（太陽光パネル等）のリユース・リサイクルの推進 

(a) 太陽光パネルのリユースの推進 

 補助制度における利用容認や公共施設での利用 

 廃棄相当品の海外リユース売却の抑止 

 

リユースについては、PPA 方式による発電所新設時に活用される事例も出始めているが、制度運用の見直

しにより更なる活用が想定される。リユース品の国内流通活性化策を導入するとともに、廃棄相当品の海外流

出を抑止する方策が必要と考える。 

 

①補助制度における利用容認や公共施設での利用 

補助制度上、リユース品を活用する事は認められていない。リユース排出事業者と補助申請者が同じ

事業者である場合など、助成額が事業者利益に繋がる懸念がある。そのため、リユース品購入額は補助

対象外とした上で、新品部材費や工事費等は補助対象として容認してはどうか。また、経年により 10 年

程度で建替え可能性がある公共施設においてリユース品を積極利用してはどうか。 

 

②廃棄相当品の海外リユース売却の抑止 

国内リユース市場が未成熟な現状においては、リユース品の海外売却は当面の間、許容せざるを得

ない。出力低下などにより国内では販売先の見つかりにくいリユース品であっても、敷地制約の低い海

https://www.mri.co.jp/news/press/20231005.html
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外では需要がある。そのため、廃棄相当品がリユース品と偽り、海外へ流出する事を抑止するため、リユ

ース事業者の適正管理と検査実施を担保する枠組を検討してはどうか。事業終了時にリユース売却した

場合の積立金還付容認の明確化も必要である。 

 

(b) 使用済太陽光パネルの適切なリサイクル 

 長期化・適正化の推進 

 循環型社会の推進（リサイクル素材利用まで含めた包括的対策） 

 再資源化コストの低減（現状処理費用と同等のリサイクル費用実現） 

 

①太陽光発電設備の終了処理に関する考え方 

リサイクル・放置対策等の終了処理に関する考え方としては、下図の通り「長期化・適正化の推進」、

「循環型社会の推進」、「再資源化コストの低減」の観点で、適正な管理体制による長期に渡り信頼される

再エネ事業や循環型社会実現に向けた計画的対応が推進される。 

 

 

太陽光発電設備の終了処理に関する考え方 

 

②REASP 会員のアンケート結果 

リサイクルの現状、課題の調査のために、REASP 会員へアンケートを実施した。 

 事業者の 78%が 25年～35年の運用が可能であると考えており、借地契約の制約がなければ、大量

排出時期は運転開始から 30 年後が目安である。 

 リサイクル義務化は 88%の事業者が賛成であるものの、62%は費用増加が無い前提での賛成である。 

 20%の事業者がリサイクル実施しているが、16%はコスト理由で断念している。また、64%は実質的に

検討していない。 
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発電事業者の現状認識/当協会アンケート結果（2024 年 9 月実施） 

 

③リサイクルの現状と課題 

 コスト削減対策として、リサイクル素材の利用推進による価格向上も重要である。 

 半永久的にリサイクル可能である板ガラスへの利用が重要。板ガラス以外の製品へのリサイクルは１

回のみのワンウェイである。 

 既にリサイクル素材が使用されている製品も多く、リサイクル処理方法によっては活用されず、埋立

となる懸念がある。 

 リサイクル素材利用推進のため、リサイクル施設への補助のみでなく、ガラスメーカー等の再資源

利用製造事業者への設備導入支援も早期に開始頂きたい。 

 

 

ガラスの各種再生製品の特徴・市場 
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出典：2024 年 10 月 第 4 回 太陽光発電設備リサイクル制度小委員会/太陽光発電設備リサイクル WG 合同会議 資料 4 

（AGC 様資料） 

 

④関係事業者に求められる役割 

太陽光パネルのリユース・リサイクルに関する課題解決に向け、関連事業者には以下の役割が求めら

れるものと認識している。特に発電事業者は、発電所の長期稼働、放置対策、発電所撤去時期明確化

など、課題解決に向けた中心的役割を担う事が必要である。 

収集運搬から再資源利用までの工程において、現行規制の見直しも含めたコスト削減の徹底が望ま

れる。 

 

No. 事業者 求められる役割 

1 
モジュール製造事業者 

輸入販売事業者 

・有害物質使用の削減 

・含有物質の確認・開示 

・リユース品の品質基準策定 

・リサイクル素材の積極利用 

・リサイクルを考慮した設計 

2 発電事業者 

・発電所の長期稼働 

・発電所稼働計画の提供による撤去時期明確化 

・事業終了時の円滑な解体撤去（放置防止） 

・放置案件集約化への貢献 

・処理事業者へのパネル型式等の情報提供 

・リユース品の積極利用 

・法令に則った適正な撤去、廃棄 

・解体撤去・収集運搬事業者の管理 

・処理方法の確認 

3 解体撤去事業者 

・撤去作業時の絶縁処理等安全対策 

・中間処理事業者への確実な引渡 

・リユース品、リサイクル品の一時仕訳 

4 収集運搬事業者 
・効率的回収方法の選択 

・中間処理事業者への確実な引渡 

5 リユース事業者 

・リユース品の国内流通促進 

・リユース品の品質基準の標準化 

・リユース品在庫情報の公開 

・リユース品の在庫保管推進 

・廃棄品の海外流出防止 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/solar_power_generation/004.html
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No. 事業者 求められる役割 

6 中間処理事業者 

・効率回収を考慮した立地 

・リユース品、リサイクル品の選別 

・一時保管によるリサイクル処理量の調整 

・リサイクル品の循環処理事業者への確実な引渡 

・中間処理コストの低減 

7 再資源化事業者 

・リサイクル素材としての利用し易い処理方法整備 

・計画的な処理能力整備 

・リサイクル処理コストの低減 

8 再資源利用製造事業者 
・リサイクル素材の積極利用 

・リサイクル素材への要求品質見直し 

9 管理団体 ・リユース、リサイクルの一元的情報プラットフォームの整備 

10 一般送配電事業者 
・非 FIT/FIP 案件の電子申請登録確認 

・FIP 低プレミアム案件、非 FIT/FIP 案件の積立金徴収 

 

⑤放置案件対策 

 不適切な管理状態にある放置案件は、近隣住民への影響も懸念される問題あり。 

 一部の不適切案件により再エネ発電事業全体のイメージが悪化する懸念が顕在化している。 

 放置案件については、1)適正事業者へ所有移転を図る健全化可能案件、2)速やかに撤去を行う不

健全案件に区分の上、抜本的な対策を早期に整備頂きたい。 

1)健全化可能案件：行政関与の上で入札を行い、適正な新所有者による健全化を図る。 

2)速やかな撤去が望まれる不健全案件：「空家等対策の推進に関する特別措置法」と同様に一定

の定義のもとで命令、代執行も含めた対策強化が必要。 
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放置案件への対策 

 

⑥リサイクル施設整備・コスト削減対策 

 大量廃棄時期にリサイクル施設や中間処理・保管施設の整備が十分に行われない場合、発電事業

者が事業終了時期に撤去できない「望まざる放置」の発生が懸念される。 

 着実な施設整備の必要性から、投資予見性を確保した制度設計が必要と認識している。中間処理、

再資源化事業者は兼業可能が適当である。 

 

 中間処理事業者 再資源化事業者 

求められる役割 ・効率回収を考慮した立地 

・リユース品、リサイクル品の選別 

・一時保管によるリサイクル処理量の調整 

・リサイクル品の循環処理事業者への確実な

引渡 

・中間処理コストの低減 

・リサイクル素材として利用し易い処理方法

整備 

・計画的な処理能力整備 

・リサイクル処理コストの低減 

許認可方式 一定期間の事業化権付与 一定期間の事業化権付与 

事業期間 中長期（10 年～15 年） 中長期（10 年～15 年） 

募集方式 指定エリア毎に入札 指定エリア毎に入札 

収支関連事項 保管能力、処理能力に応じた固定的支払 処理量に応じた支払。事業者に超過収益が生

じた場合は管理団体に還付 

規制緩和等検討事項 保管可能日数の制限緩和等 熱処理法設備の焼却炉扱い見直し等 

 

⑦再資源化（リサイクル）費用のあり方 

再資源化費用はコスト削減の徹底、再資源化素材の利用推進により、将来的に現状の解体撤去費用

積立額以内が理想である。 

 再資源化費用は FIT/FIP 制度上、通常要する費用として認識されておらず、発電事業者はこれま

で通り①解体・撤去費用及び②収集運搬費用以降の現状想定額を負担することとして頂きたい。 

 リサイクルに要する費用のうち、発電事業者負担額は現行処理相当額を上限とし、再資源利用

製造事業者の素材購入義務化やリサイクル処理事業進展の政府支援をご検討頂きたい。 
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再資源化費用のあり方 

 

⑧廃棄費用積立制度 

廃棄費用積立制度については、FIT/FIP 制度利用有無、設置形態を踏まえた積立方法が必要である。

管理実態や事業形態を踏まえ、行政コストも考慮した合理的な制度設計が求められる。 

 

 

 

⑨情報に関する論点 

太陽光パネルの含有物質情報（型式情報）や施設撤去時期情報などは、リサイクル処理及び施設整

備に必要な情報であり、発電事業者としても提供協力が必要と認識している。 

FIT/FIP 案件については、既にシステム構築済みであり、非 FIT/FIP 案件についても同様の手続きを

行う事が必要である。 

 FIT/FIP 案件に関する情報 

既に電子申請システムが構築されており、事業期間中の定期報告も制度化。 

現状の定期報告必要情報にリサイクル関連必要情報を付加することとしてはどうか。 

事業終了時期については、事業方針により変更されるため、随時変更できることとする必要あり。 
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 非 FIT/FIP 案件に関する情報 

現在、情報登録を行う必要がない非 FIT/FIP 案件についても、FIT/FIP 案件と同様に電子申請シ

ステムにて情報登録を行うこととしてはどうか。 

情報登録を確実に行う必要性があることから、情報登録は発電設備設置時の必要手続時に電子

申請が行われていることを確認することとしてはどうか。 

 

既設案件については、各事業体が管理する情報を精査の上、当該情報をもとに発電設備保有者へ

周知を行い、一定期間内に電子申請システムへ登録させることとしてはどうか。 
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